
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
複数の投光素子を有する投光器と、
前記複数の投光素子のそれぞれと対をなす複数の受光素子を有し、前記投光器に対向配置
される受光器と、
前記複数の投光素子を所定の投光タイミングで順次投光させると共に、前記受光素子から
出力される受光信号を、正対する前記投光素子の投光タイミングに同期して取り込むこと
で、互いに正対する投受光素子間で形成される各光軸毎に投受光動作をさせる投受光制御
手段とを備えた多光軸光電スイッチにおいて、
前記各投光素子の投光タイミングの直前及び直後の少なくともいずれか一方の所定の検査
期間に、その投光素子と正対する前記受光素子からの受光信号を取り込んで、その受光信
号レベルに基づき各光軸における外乱光の有無の判定動作を行う外乱光判定手段を備えて
、
前記投受光制御手段は、前記外乱光判定手段によって外乱光ありと判定されていることを
条件に、次の光軸の前記投受光動作を行わずに、その外乱光ありと判定された当該光軸に
ついて再度投受光させるリトライ動作を、予め設定されたリトライ可能回数を限度として
繰り返し行うようにしたことを特徴とする多光軸光電スイッチ。
【請求項２】
前記リトライ可能回数は複数回であることを特徴とする請求項１に記載の多光軸光電スイ
ッチ。
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【請求項３】
前記リトライ可能回数は、前記複数の光軸全体に対して全光軸リトライ限度回数であり、
前記各光軸については、前記全光軸リトライ限度回数からリトライ対象の光軸の前に投受
光動作を行った光軸までに実行されたリトライ回数を差し引いた回数を限度として前記リ
トライ動作を繰り返し行うようにしたことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の多
光軸光電スイッチ。
【請求項４】
前記リトライ動作の回数が、前記リトライ可能回数に達し、かつ、前記外乱光判定手段に
より外乱光ありと判定されていることを条件に、検出異常信号を出力する検出異常判定手
段を備えていることを特徴とする請求項１ないし請求項３のいずれかに記載の多光軸光電
スイッチ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、互いに対をなす複数の投光素子及び受光素子を対向配置してなり、正対する投
光素子及び受光素子毎に順次投受光動作をさせて各受光素子からの受光信号に基づいて検
出動作を行う多光軸光電スイッチに関し、特に外乱光対策に関する。
【０００２】
【従来の技術】
この種の多光軸光電スイッチは、例えば複数の投光素子を有する投光部と、それら複数の
投光素子のそれぞれと対をなす複数の受光素子を有し、前記投光器と対向配置される受光
部とを備えてなる。各投光素子を順次投光させると共に、それら各投光素子の投光タイミ
ングに同期して、正対する各受光素子からの受光信号を有効化させることで、互いに正対
する投受光素子間で形成される各光軸毎に順次投受光動作をさせるよう構成されている。
このような構成であれば、各受光素子は正対する投光素子からの光のみ受光し、それに隣
接する他の投光素子からの光の入光を排除することができるから、当該光軸間に物体が存
在し遮光状態にであるにもかかわらず他の投光素子からの光により入光状態となって物体
なしとの誤検出を引き起こすことを防止することができる。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
ところで、各受光素子には、前述の隣接する他の投光素子からの光だけに限らず、例えば
隣接配置された他の光電スイッチからの拡散光等、周囲からの外乱光が入光することがあ
り、やはり物体があるにもかかわらず入光状態となって誤検出を引き起こしてしまうとい
う問題があった。
【０００４】
しかも、外乱光には様々なものがあり、例えば工場内においては、照明用のライト光など
不変的な光のように物体検出に対して継続的に影響を与えるものもあれば、例えば溶接ス
パッタ光や周期的な発光動作による安全用ライトから光など、一時的或いは周期的な光も
あり、しかもこれらが一部の受光素子だけに入光することもある。更には、工場内を巡回
する搬送車のパトライトからの光のように不定期な方向から入射する光もある。従って、
いつ、どのように外乱光が入光するのかを予め予測して対策を採ることは困難であった。
【０００５】
本発明は、上記事情に鑑みてなされたもので、その目的は、外乱光による影響を抑制し、
安定した検出動作を行うことが可能な多光軸光電スイッチを提供するところにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するため、請求項１の発明に係る多光軸光電スイッチは、複数の投光素子
を有する投光器と、複数の投光素子のそれぞれと対をなす複数の受光素子を有し、投光器
に対向配置される受光器と、複数の投光素子を所定の投光タイミングで順次投光させると
共に、受光素子から出力される受光信号を、正対する投光素子の投光タイミングに同期し
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て取り込むことで、互いに正対する投受光素子間で形成される各光軸毎に投受光動作をさ
せる投受光制御手段とを備えた多光軸光電スイッチにおいて、各投光素子の投光タイミン
グの直前及び直後の少なくともいずれか一方の所定の検査期間に、その投光素子と正対す
る受光素子からの受光信号を取り込んで、その受光信号レベルに基づき各光軸における外
乱光（電気的な外乱ノイズを含む）の有無の判定動作を行う外乱光判定手段を備えて、投
受光制御手段は、外乱光判定手段によって外乱光ありと判定されていることを条件に、次
の光軸の投受光動作を行わずに、その外乱光ありと判定された当該光軸について再度投受
光させるリトライ動作を、予め設定されたリトライ可能回数を限度として繰り返し行うよ
うにしたところに特徴を有する。
なお、上記請求項１において「リトライ可能回数」は、各光軸毎に個別に設定したもので
あっても、或いは、全光軸に対して通算リトライ可能回数として設定したものであっても
良い。
【０００７】
請求項２の発明は、請求項１に記載の多光軸光電スイッチにおいて、リトライ可能回数は
複数回であるところに特徴を有する。
【０００８】
請求項３の発明は、請求項１又は請求項２に記載の多光軸光電スイッチにおいて、リトラ
イ可能回数は、複数の光軸全体に対して全光軸リトライ限度回数であり、各光軸について
は、全光軸リトライ限度回数からリトライ対象の光軸の前に投受光動作を行った光軸まで
に実行されたリトライ回数を差し引いた回数を限度としてリトライ動作を繰り返し行うよ
うにしたところに特徴を有する。
【０００９】
請求項４の発明は、請求項１ないし請求項３のいずれかに記載の多光軸光電スイッチにお
いて、リトライ動作の回数が、リトライ可能回数に達し、かつ、外乱光判定手段により外
乱光ありと判定されていることを条件に、検出異常信号を出力する検出異常判定手段を備
えているところに特徴を有する。
【００１０】
【発明の作用及び効果】
＜請求項１の発明＞
請求項１の構成によれば、外乱光判定手段によって、各投光素子の投光タイミングの直前
及び直後の少なくともいずれか一方の検査期間に、その投光素子と正対する受光素子から
の受光信号が取り込まれて、この受光信号レベルに基づいて外乱光の有無の判定が行われ
る。ここで、正対する投光素子の非投光期間である検査期間では、通常、受光素子からの
受光信号レベルは遮光状態時と変わらないはずだが、外乱光の入光があると、その入光量
に応じて受光信号レベルが変化する。従って、検査期間での受光信号レベル変化に基づき
外乱光の有無を判定することができる。
【００１１】
そして、投受光制御手段によって、常には、各光軸毎に、投光素子の投光動作に同期して
、それと正対する受光素子からの受光信号を取り込む投受光動作が所定の投光タイミング
で順次行われる。これに対して、上記外乱光ありと判定されたときには、次の光軸の投受
光動作に移らずに、その外乱光ありと判定された当該光軸について再度投受光させるリト
ライ動作が行われ、外乱光なしと判定された場合には次の光軸の投受光動作に移る。一方
、再び外乱光ありと判定された場合には更にリトライ動作を行い、このリトライ動作は外
乱光なしと判定されるまで予め設定されたリトライ可能回数を限度として繰り返し行われ
る。
このような構成であれば、リトライ可能回数を適当に調整することで外乱光のうち例えば
スパッタ光等の一過性の光については、リトライ動作により再投受光させることでその影
響を排除して物体検出動作を継続させることができる。
【００１２】
＜請求項２の発明＞
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請求項２の構成によれば、リトライ可能回数は複数回であり、その設定回数に応じた時間
、連続的に入光する外乱光の影響を排除することができる。
＜請求項３の発明＞
リトライ動作に利用できる時間は、物体検出の感度等を考慮して定められる１サイクルの
応答時間内において正常時の全光軸の投受光動作に要する時間とＣＰＵ等の処理時間とに
よって制限され得る。このような場合、このリトライ可能時間を各光軸毎に割り振って、
各光軸毎にそれぞれ割り振られたリトライ可能時間内に収まる固定のリトライ可能回数を
設定する構成も考えられる。
【００１３】
しかしながら、複数の光軸のうち一部の光軸に集中的に外乱光が入光することがある。予
め外乱光が入光する光軸がどれかがわかるのであれば、各光軸毎に固定のリトライ可能回
数を設定する上記構成のものであってもその光軸に対応するリトライ可能時間を多く割り
振ることでリトライ動作を集中して実行させることも可能であろう。ところが前述の従来
説明で述べたように、どのように外乱光が入光するのかを予め予測することは極めて困難
であり、全ての光軸のそれぞれに対して外乱光の入光を除去するのに十分なリトライ可能
回数を確保しようとすれば外乱光による影響をより確実に排除することは可能となるが、
１サイクルの応答時間が必要以上に長くなってしまう。
【００１４】
そこで、請求項３の構成によれば、前記リトライ可能回数は複数の光軸全体に対して定め
られた全光軸リトライ限度回数であり、各光軸については、全光軸リトライ限度回数から
それより前に投受光動作を行った光軸までに実行されたリトライ回数を差し引いた回数分
、リトライ動作が可能となる。即ち、どの光軸に外乱光が集中して入光するのかがわから
なくても、全光軸リトライ限度回数を限度として外乱光が入光する一部の光軸について集
中してリトライ動作を行うことが可能になり、もって必要以上に応答時間が長くなること
を防止しつつ、外乱光による影響を抑制することができる。
【００１５】
＜請求項４の発明＞
請求項４の構成によれば、リトライ動作の回数が、リトライ可能回数に達し、かつ、外乱
光判定手段により外乱光ありと判定されていることを条件に、検出異常判定手段により検
出異常信号を出力する構成としたので、外乱光による影響が大きく、物体検出を行えない
ような異常状態を外部に報知することにより、作業者に認識させ、点検を促すようにして
、異常を解消するように働きかけることができ、そのまま使用されることによる危険な状
態を回避することができる。
【００１６】
【発明の実施の形態】
＜第１実施形態＞
本発明の第１実施形態を図１ないし図５によって説明する。
本発明に係る多光軸光電スイッチは、例えば１０個の投光素子Ｔ（Ｔ 1 ～Ｔ 10例えば発光
ダイオード：ＬＥＤ）が一列に配列された投光器１０と、それらの１０個の投光素子Ｔの
それぞれと対をなす１０個の受光素子Ｊ（Ｊ 1 ～Ｊ 10　例えばフォトダイオード：ＰＤ）
が配列された受光器３０とを所定の検出エリアを挟んで対向配置された構成をなす。図１
には、その電気的構成の全体概略図が示されている。なお、以下の説明で使用される文字
Ｎは、上記の各投光素子Ｔ及び受光素子Ｊ、それらが形成する各光軸Ｌ（Ｌ 1 ～Ｌ 10）の
任意の順位（１～１０）を示したものであり、後述する投光器１０及び受光器３０側のシ
フトレジスタ１３，３５のカウンタ数に対応付けられたものである。
【００１７】
まず、投光器１０において、各投光素子Ｔは、駆動回路１１に接続され、これらの駆動回
路１１は、ＡＮＤ回路１２と投光側シフトレジスタ１３とを備えてなる選択回路を介して
投光側ＣＰＵ１４に接続されており、後述する投光側ＣＰＵ１４による制御により、基本
的には、受光器３０側の受光側ＣＰＵ３４からの同期信号Ｄを受ける度に、投光素子Ｔの
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配列方向（例えば１番目の投光素子Ｔ 1 から１０番目の投光素子Ｔ 10に向う方向）に沿っ
て１つずつ順番に投光動作を行うよう動作する。
より詳しくは、投光側シフトレジスタ１３は、入力端子側が投光側ＣＰＵ１４に接続され
ると共に、複数の出力端子側が１０個のＡＮＤ回路１２の一方の入力端子にそれぞれ接続
されている。そして、これら１０個のＡＮＤ回路１２の他方の入力端子が投光側ＣＰＵ１
４に接続されると共に、出力端子が各駆動回路１１に接続されている。
【００１８】
次に、受光器３０において、各受光素子Ｊは受光アンプ３１及びスイッチ素子３２を介し
てＡ／Ｄ変換器３３に共通接続されている。各スイッチ素子３２の制御端子は、受光側Ｃ
ＰＵ３４からの制御信号に基づいて動作する受光側シフトレジスタ３５の出力側に接続さ
れている。各受光素子Ｊからの受光信号は、後述する受光側ＣＰＵ３４の制御により、基
本的には、投光側ＣＰＵ１４に与えられる同期信号Ｄの出力タイミングに同期して前記投
光素子Ｔと同様の配列方向に沿って順番に受光側ＣＰＵ３４に取り込まれる。このような
構成により同一光軸Ｌ同士の投光素子Ｔ及び受光素子Ｊが順に投受光動作を行うことにな
り、もって各光軸Ｌ間の相互干渉を防止することができる。
【００１９】
次に、上記投光側ＣＰＵ１４及び受光側ＣＰＵ３４の制御による本実施形態に係る多光軸
光電スイッチの動作について図２及び図３に示すフローチャートを参照しつつ説明する。
［投光側ＣＰＵ１４による制御］
例えば多光軸光電スイッチの電源を投入すると、図２に示す制御ルーチンが実行される。
まず、ステップＳ１において投光側シフトレジスタ１３のカウンタＮを「１」にセットし
、これにより投光側シフトレジスタ１３から投光素子Ｔ 1 に連なるＡＮＤ回路１２に選択
信号が与えられる。そして、そのまま受光側ＣＰＵ３４からの同期信号Ｄが入力されるの
を待つ待機状態に入り（ステップＳ２）、同期信号Ｄの入力があると（ステップＳ２で「
ＹＥＳ」）、前記ＡＮＤ回路１２側に投光信号Ｅを出力する（ステップＳ３）。これによ
り投光素子Ｔのうち、投光側シフトレジスタ１３からの選択信号をも受けているＡＮＤ回
路１２に連なる投光素子Ｔ（この場合は投光素子Ｔ 1 ）だけが投光動作を行うことになる
。
【００２０】
そして後述するように受光側ＣＰＵ３４から外乱光検出信号Ｇを受けていないときは（ス
テップＳ４で「ＮＯ」）、ステップＳ５で投光側シフトレジスタ１３のカウンタＮを１つ
シフトさせて再び待機状態に入る。これにより投光側シフトレジスタ１３から次の順位の
投光素子Ｔ 2 に連なるＡＮＤ回路１２に選択信号が与えられ、投光信号の出力タイミング
に同期して次の順位の投光素子Ｔ 2 が投光動作を行ことになる。このように外乱光検出信
号Ｇを受けていないときは、前記投光信号の出力タイミングに同期して投光素子Ｔ 1 から
投光素子Ｔ 10まで順番に１回ずつ投光動作が行われて１サイクルにおける投光動作が終了
する（ステップＳ６）。
【００２１】
一方、外乱光検出信号Ｇを受けているときは（ステップＳ４で「ＹＥＳ」）、再び前記待
機状態に戻り（ステップＳ２）、同期信号Ｄを受けたときに再び投光信号を出力する。即
ち、投光側シフトレジスタ１３のカウンタＮをシフトさせずに投光信号を出力し（ステッ
プＳ３）、これにより投光素子Ｔ 1 が連続して投光動作を行うことになる。そして、外乱
光検出信号Ｇを受けている間は同一の投光素子Ｌ 1 が投光動作を繰り返し行い、外乱光検
出信号Ｇを受けなくなったときに初めて次の投光素子Ｔ 2 が投光動作を行うよう動作する
。
【００２２】
［受光側ＣＰＵ３４による制御］
次に受光側ＣＰＵ３４は、多光軸光電スイッチの電源投入後、図３に示す制御を実行する
。ステップＳ１１において、やはり受光側シフトレジスタ３５のカウンタＮを「１」にセ
ットする。すると、受光側シフトレジスタ３５から投光素子Ｔ 1 に連なるＡＮＤ回路１２
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に選択信号（図１で符号Ｓ 1～Ｓ 10）が与えられ、これにより、受光素子Ｊ 1 に連なるス
イッチ素子３２がオンしてその受光信号のみが有効化されＡ／Ｄ変換器３３に与えられる
。それと同時にリトライ回数Ｋを「０」にセットし（ステップＳ１１）、そのまま待機状
態となり、所定の受光タイミングになったときに（ステップＳ１２で「ＹＥＳ」）、この
ときのＡ／Ｄ変換器３３の出力レベルを読み込む（ステップＳ１３）。従って、ここで読
込まれた出力レベルは、まだ投光素子Ｔ 1 が投光動作に入る前の受光素子Ｊ 1 での受光レ
ベル（以下、「非投光時受光レベル」）となる。次いで、その所定時間経過後に、ステッ
プＳ１４にて同期信号Ｄを投光側ＣＰＵ１４側に出力する。これにより初めて受光素子Ｊ
1 に正対する投光素子Ｔ 1 が投光動作に入り、これに同期して再びＡ／Ｄ変換器３３の出
力レベル（以下、「投光時受光レベル」）を読み込む。
【００２３】
ステップＳ１５においては、前記非投光時受光レベルに基づき外乱光の有無が判定される
。即ち、非投光時受光レベルは、受光素子Ｊ 1 に外乱光の入光がなければ遮光時と同等の
低いレベルとなり、外乱光の入光があれば相対的に高いレベルになる。従って、この非投
光時受光レベルを予め設定した外乱光検知閾値と大小比較することで外乱光の有無の判定
が可能になる。
【００２４】
ここで、外乱光の入光がなければ（ステップＳ１５で「ＮＯ」）、ステップＳ１６で前記
投光時受光レベルを物体検出用の閾値と大小比較し、この比較結果に基づいて所定の物体
検出を行う。そして、受光側シフトレジスタ３５のカウンタＮを１つシフトさせる。これ
により次の順位の受光素子Ｊ 2 について上記と同様の動作を行う。このように外乱光の入
光がなければ、前記同期信号Ｄの出力タイミングに同期して受光素子Ｊ 1 から受光素子Ｊ
10まで順番に１回ずつ受光動作が行われて１サイクルにおける受光動作が終了する（ステ
ップＳ１８）。
【００２５】
これに対して、外乱光の入光があると（ステップＳ１５で「ＹＥＳ」）、ステップＳ１９
にて現時点でのリトライ回数Ｋが全光軸リトライ限度回数（本実施形態では例えば９回）
を超えているかどうかを判断し、まだ超えてなければリトライ回数に「１」加算して再び
前記待機状態に戻る（ステップＳ１２）。このように外乱光ありとの判定している間は、
受光タイミングに同期して同じ受光素子Ｊ 1 について前記リトライ回数Ｋが９を超えるま
で上記一連の受光動作を行い、その途中で外乱光なしと判定したときに初めて次の受光素
子Ｊ 2 について受光動作を行うよう動作する。リトライ回数Ｋが９回目に達し、そのとき
のリトライ動作においてもなお外乱光ありと判定したときには（ステップＳ９で「ＹＥＳ
」）、物体検出において外乱光を無視できないほど影響があるとして検出異常信号を出力
し（ステップＳ２１）、これにより例えば図示しない動作表示灯等の発光手段やスピーカ
等の発音手段を駆動させて外部に報知する。或いは工場内の生産ラインであればその制御
装置に与えて生産ラインを停止させる構成であっても良い。
【００２６】
以上の制御による本実施形態の多光軸光電スイッチの作用効果について図４及び図５に示
すタイムチャートを参照しつつ説明する。
多光軸光電スイッチは、外乱光の入光がなければ、図４（Ａ）に示すように、各投光素子
Ｔの投光タイミングの直前における受光素子Ｊから受光信号レベルに基づき外乱光判定を
行いつつ第１光軸Ｌ 1 から順番に１回ずつ投受光動作を行うよう動作する。これに対して
、例えば同図（Ｂ）に示すように、第２光軸の受光素子Ｊ 1 に単発的な外乱光が入光した
ときには、次の第３光軸に移らずに、同じ第２光軸について再び投受光を行うリトライ動
作が実行され、例えば３回目のリトライ動作において外乱光なしと判定されたときに初め
て次の第３光軸についての投受光動作に移るよう動作する。このような構成であれば、ス
パッタ光等の一過性の外乱光の入光については、上記リトライ動作を行うことでそれを除
去して物体検出を継続させることができる。一方、例えば照明等の不変的な外乱光の入光
については、リトライ回数が全光軸限度回数９回を超えたときに上述の報知動作が行われ
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ることで正常な物体検出が行えない状態となっていることを知ることができる。
【００２７】
また、上記１サイクルの応答時間は、たとえば多光軸光電スイッチが対象とする検出物体
のうち最小のものが所定の速度で通過する場合にそれを検出できる時間に調整される。従
って、リトライ動作に利用できる時間は、その応答時間から正常時での全光軸の投受光動
作に要する時間、及び、受光側ＣＰＵ３４の処理時間等を差し引いた時間内い制限される
（図５参照）。このような場合、このリトライ可能時間を各光軸毎に割り振って、各光軸
毎にそれぞれ割り振られたリトライ可能時間内に収まる固定のリトライ可能回数を設定す
る構成（請求項１の発明に含まれる構成）も考えられる。
【００２８】
しかしながら、実際には、複数の光軸のうち一部の光軸に集中的に外乱光が入光すること
があり、しかも例えば工場内においては、例えば照明用のライト光、溶接スパッタ光や周
期的な発光動作による安全用ライトから光など、様々な外乱光が多光軸光電スイッチの周
囲から入光し得る。従って、上記構成において、外乱光がどの光軸に入光するかを予め予
測して当該光軸にリトライ可能回数を多めに割り振るといったことは不可能である。だか
らと言って、全ての光軸についてのリトライ可能回数を増加させると外乱光による影響を
より確実に排除することは可能となるが１サイクルの応答時間が長くなってしまう。
【００２９】
そこで、本実施形態では、前述した制御のようにリトライ動作に利用できる時間に対応す
る全光軸リトライ限度回数を、予め各光軸毎に割り振るのではなく、実際に外乱光の入光
があったと判定された光軸について順次消化していく構成とした。具体的には、図５に示
すように、第１光軸では外乱光の入光がないので、そこで全光軸リトライ限度回数は消化
されず、次の第２光軸では外乱光の入光により２回のリトライ動作により２回消化される
。これにより、次の第３光軸以降については、最大で７回のリトライ可能回数が残ること
になる。第１０光軸で再び外乱光の入光があるが、ここでも最大７回のリトライ動作が可
能であり、同図においては４回のリトライ動作で外乱光の入光がなくなり次のサイクルに
移る。
【００３０】
なお、例えば第１０光軸で７回リトライ動作を行ってもなお外乱光の入光があったときに
は、これ以上リトライ動作させることは予め定めた１サイクルの応答時間内では不可能と
なり正常な物体検出が行えなくなるので、前記検出異常出力信号に基づく報知動作が行わ
れることになる。
【００３１】
このような構成であれば、どの光軸に外乱光が集中して入光するのかがわからなくても、
全光軸リトライ限度回数を限度として外乱光が入光する一部の光軸について集中してリト
ライ動作を行うことが可能になり、もって必要以上に応答時間が長くなることを防止しつ
つ、外乱光による影響を抑制することができる。
【００３２】
＜第２実施形態＞
図６は第２実施形態を示す。本実施形態の投光器４０及び受光器４１は、上記実施形態の
投光器１０及び受光器３０と同じ構成の複数（本実施形態では３機）の投光ユニット４０
a ，４０ b ，４０ c 及び受光ユニット４１ a ，４１ b ，４１ c を信号ケーブルを介してそ
れぞれ連結して構成されている。つまり本実施形態の多光軸光電スイッチは計３０の光軸
Ｌを有し、これらを順次投受光動作させることで１サイクルが終了するよう動作する。
【００３３】
このような連結型の多光軸光電スイッチは、図６に示すように、例えば工場内でのプレス
機等の危険を伴う装置の周囲３方向を囲むように配することができ、これら３方向から作
業者が侵入すると所定の物体検出動作を行う。こうして配置された場合、例えば第１の投
光ユニット及び受光ユニット４０ a ，４１ a （同図で手前の投受光ユニット）の近傍を例
えば搬送車がパトライトを発光させながら行き来し、そのパトライト光が第１受光ユニッ
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ト４１ a にのみ部分的に、しかも不規則的に入光することがある。このような場合でも本
実施形態の構成であれば、全光軸リトライ限度回数を、外乱光が入光しない他の第２及び
第３の投受光ユニット４０ b ，４０ c ，４１ b ，４１ c の光軸Ｌで使用することなく、第
１投受光ユニット４０ a ，４１ a の光軸Ｌうち実際に外乱光の入光がある光軸だけに有効
に使用することができ、もって必要以上に応答時間が長くなることを防止しつつ、外乱光
による影響を抑制することができる。
なお、本実施形態では、本発明でいう投光器及び受光器は、複数の投受光ユニットを直列
に連結してなるものとしたが、並列に配されるものでも良く、要するに、少なくとも１つ
の光軸を有する投受光ユニットを複数備えてなり、これら複数の投受光ユニット全体とし
て順次投受光動作を一連の動作として行うものであれば本実施形態と同様の効果を得るこ
とができる。
【００３４】
＜他の実施形態＞
本発明は、前記実施形態に限定されるものではなく、例えば、以下に説明するような実施
形態も本発明の技術的範囲に含まれ、さらに、下記以外にも要旨を逸脱しない範囲内で種
々変更して実施することができる。
（１）上記各実施形態では、リトライ可能回数を９回としたが、その他の複数回であって
も、また、１回であっても良い。
【００３５】
（２）上記各実施形態では、各光軸でのリトライ回数をカウントし、この通算回数が予め
定めた全光軸リトライ可能回数に達したか否かでリトライ動作の実行回数を制限する構成
としたが、これに限らず、例えば１サイクル開始から任意のリトライ動作時における時間
をカウントし、これが所定の時間（リトライ動作の利用可能時間）を超えるか否かによっ
てリトライ動作の実行回数を制限する構成であっても良い。
（３）上記各実施形態では外乱光判定は、投光タイミングの直前としたが、投光タイミン
グの直後、或いは直前直後の所定の検査期間であっても良い。直前及び直後に検査期間を
設ければより確実に外乱光の検出を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１実施形態に係る多光軸光電スイッチの電気的構成図
【図２】投光側ＣＰＵ１４の制御を示すフローチャート
【図３】受光側ＣＰＵ３４の制御を示すフローチャート
【図４】各部の信号出力状態を示すタイムチャート
【図５】１サイクルの応答時間、リトライ利用時間及びリトライ動作との関係を示した簡
略図及びタイムチャート
【図６】第２実施形態に係る多光軸光電スイッチの斜視図
【符号の説明】
１０，４０…投光器
１３…投光側シフトレジスタ
１４…投光側ＣＰＵ
３０，４１…受光器
３２…スイッチ素子
３５…受光側シフトレジスタ
４０ a ，４０ b ，４０ c …投光ユニット
４１ a ，４１ b ，４１ c …受光ユニット
３４…受光側ＣＰＵ
Ｊ（Ｊ 1 ～Ｊ 10）…各受光素子
Ｌ（Ｌ 1 ～Ｌ 10）…光軸
Ｔ（Ｔ 1 ～Ｔ 10）…投光素子
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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